
京都議定書３条３および４

新たな方法論の枠組み【案】
CO2吸収上乗せ分

NO

CO2吸収上乗せ分

直轄事業

新規CO2吸収上乗せ分

新規CO2吸収上乗せ分

対象外森林

その他(IPPC森林以外カテゴリー)

砂防指定地
砂防事業用地

直轄事業　砂防法第6条

補助事業ほか　砂防法第2条

経済産業省／環境省
／農林水産省

Ｊ－クレジットの範囲

砂防指定地※

管理経営基本計画 　　森林経営計画

森林経営計画
森林法第11条

砂防指定地の管理
砂防法第5条

森林管理プロジェクト
（仮称）砂防林保全活動

左記以外の樹林

YES

＝

UNFCCC
(国連気候変動枠組

条約)
インベントリ報告書

＝

提出・報告 土地利用(面積)の変化
GHGインベントリ上の森林

(日本の管理森林)

農業、林業及びその他土地利用（AFOLU）のうち森林の枠組み

【CO2排出】
議定書報告における新規植林・再植林（AR）及び森林減少（D）面積は、画像判読から
AR/D率を求め、それに国土面積を乗じて求めている。

日本の森林
森林法第2条

【CO2吸収】
日本の森林吸収量は、都道府県及び森林管理局が整備した森林簿の情報を国家森
林資源データベースに格納し、それを元に 2 時点（期首、期末）の炭素ストック量の差
を求めることで算定している。議定書報告における森林経営（FM）、 伐採木材製品(
HWP)関係の吸収量は、全森林のうち FM 対象森林で生じた変化のみが算定・報告対
象となる。

森林経営計画対象森林

国有林
森林法第7条の2

民有林
森林法第5条

：日本の国土

FO-001・003
(重複NG)

FO-002

SA-001

(FO-001～003重複NG)

CO2吸収・排出

CO2吸収
(間接的)

※砂防指定地は、現行の

｢GHGインベントリ上の森

林｣と｢対象外森林｣および

｢その他の土地｣の一部に、

砂防法に基づき指定され

ている。
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